
 

 

 

 

中期財政見通し 
（平成２９年度～平成３６年度） 

 

 

 

 

 

 

平成２９年３月 

 

登 別 市 
 



目  次 

 

 
１.はじめに・・・・・・・・・・・・１ 

 

２.当市財政の現状・・・・・・・・・２ 

 

３.中期財政見通しの基本的考え方・・６ 

 

４.中期財政見通し・・・・・・・・・８ 

 

５.今後の財政運営について・・・・２５ 

 

 

 

 

 

 



 1 

１．はじめに 

 

（１）中期財政見通しとは 

 

中期財政見通しとは、社会経済情勢や地方財政制度の動向、今後見込まれ

る人口動態の変化、行政サービスに対する市民ニーズなどを踏まえ、市税や

地方交付税、使用料・手数料などをはじめとする歳入の試算、総合計画に基

づき今後展開される施策などを盛り込んだ歳出の試算を行い、中期的な財政

収支の見通しを明らかにするものです。 

現在、平成２５年度から平成３２年度を期間とする中期財政見通し及び大

型事業推進プランの期間でありますが、大型事業推進プランが、前期４年間

の終了年度である平成２８年度に後期４年間（平成２９年度から平成３２年

度）の内容を更新するとともに、５年目以降の４年間（平成３３年度から平

成３６年度）の策定を行うことから、中期財政見通しについても合わせて更

新、策定を行うこととしました。 

 

（２）作成の目的 

 

当市の「中期財政見通し」は、次の目的をもって作成するものです。 

 

 総合計画に位置付けた施策・事業などの財源的裏付けを明らかにすると

ともに、それら事業の実施検討を行うための指針とする。 

 

 計画的かつ安定的な財政運営を行うための指針にするとともに、財政健

全化に向けた取組策を検討するための材料とする。 

 

 財政の現況及び見通しの公表を通じて、市民の皆様に行財政運営への理

解を深めていただくための一助とする。 

 

なお、作成にあたっては、総合計画に位置付けた事業、その他現時点で必

要性が高いと判断される事業を広く試算値に反映するなど、総合計画を着実

に推進することを前提としました。 
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２．当市財政の現状 

 

前中期財政見通しの前期期間のうち平成２５年度から平成２７年度の当市

の決算状況は、以下のとおりとなっています。 

 

歳入のうち市税については、５１億円台でほぼ横ばいの推移となっていま

す。 

譲与税・交付金は、消費税率が平成２６年度に改正されたことに伴い、地

方消費税交付金が増となったことなどから増額となっています。 

地方交付税は、その地方消費税交付金の増を主要因とした基準財政収入額

の増や、ごみ処理関連施設建設に係る市債償還が終了したことなどに伴う基

準財政需要額の減などにより、減少が続いています。 

 

一般財源の推移 

（単位：億円） 

区 分 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

一般財源     117.60 116.12 119.56 

 

市税 51.53 51.73 51.37 

譲与税・交付金 7.14 7.99 11.97 

地方交付税 58.94 56.41 56.22 

 ※区分毎に四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。 

   

実質的な地方交付税の推移 

（単位：億円） 

区 分 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

実質的な地方交付税     67.63 64.13 63.47 

 
地方交付税 58.94 56.41 56.22 

臨時財政対策債 8.69 7.72 7.25 

  

 

 

 

 歳出のうち、人件費については、３５億円台とほぼ横ばいで推移しています。

また、退職手当についても、４億円台で推移しています。 

扶助費は、増加傾向が続いています。平成２６年度は、前年度に比べ大きく

増加していますが、消費税率改正に伴い臨時福祉給付金制度が始まったことな
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どによるものです。 

 普通建設事業費は、鷲別小学校建替事業費の影響などにより平成２６年度に

大きく増加しています。 

 繰出金は、国民健康保険や介護保険、後期高齢者医療といった社会保障制度

に係る特別会計への繰出金の増が増加の要因で、その３会計の繰出金合計は、

平成２５年度の１５．６億に対し平成２７年度は３億円増の１８．６億円とな

っています。 

 

主な歳出の推移 

（単位：億円） 

区 分 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

人件費     35.71 35.28 35.71 

 うち退職手当 4.41 4.03 4.20 

扶助費     43.90 46.90 45.85 

 うち生活保護費 19.80 20.11 20.17 

普通建設事業費     15.66 25.40 19.41 

繰出金（下水道事業を除く）    15.88 18.71 18.93 

 ※平成２５年度の繰出金は、公共下水道事業特別会計への繰出金を除いています。 

 

 

 

 公債費は、平成１９年度の３５．９３億円をピークに減少が続いています。 

 

公債費の推移 

（単位：億円） 

区 分 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

公債費     30.51 28.98 26.34 

 
うち通常分 30.51 26.41 23.77 

うち三セク債分 0.00 2.57 2.57 

 

 

 

 

 

 

 歳入歳出差引額から翌年度への繰越財源を除いた実質収支は、３か年ともに

黒字を確保しましたが、平成２６年度は財政調整基金から１億円を取り崩して
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決算したことから、単年度収支や実質単年度収支について赤字となりました。 

 

実質収支／単年度収支／実質単年度収支の推移 

（単位：億円） 

区 分 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

歳入総額 226.48 211.67 208.59 

歳出総額     219.77 207.16 201.86 

翌年度への繰越財源 0.15 0.16 0.74 

実質収支     6.55 4.35 5.99 

単年度収支     1.73 △2.20 1.64 

実質単年度収支     2.93 △3.20 3.14 

   ※区分毎に四捨五入しているため、差引が一致しない場合があります。 

 

 

 

 財政指標のうち経常収支比率は、毎年度収入される性質の一般財源（市税、

譲与税・交付金、地方交付税など）が、固定的な経費（人件費、扶助費、公債

費など）にどの程度用いられているかを示すもので、財政の弾力性を表す指標

です。平成２６年度は平成２５年度に比べ実質的な地方交付税が減となったこ

となどにより悪化しましたが、平成２７年度は地方消費税交付金の増や、公債

費の減などにより改善しました。 

 実質公債費比率は、実質的な公債費の額（市債の元利償還金や公営企業債の

元利償還金に対する繰出金など）が標準財政規模に対し占める割合を示すもの

で、毎年度標準的に収入される一般財源が、公債費にどの程度用いられている

かを表す指標です。平成２６年度は前年度に比べ公債費は減となりましたが、

標準財政規模も減となったことなどから悪化し、平成２７年度は公債費が減と

なったことなどにより改善しました。 

 将来負担比率は、普通会計の市債残高や公営企業債残高に対する今後の繰出

見込額のほか、退職手当引当金など将来的に負担しなければならない額が標準

財政規模に対し占める割合を示す指標です。平成２６年度は下水道事業債残高

に対する繰出見込額の増や標準財政規模の減などにより上昇し、平成２７年度

についても市債償還に対する充当可能財源の減などにより上昇しました。 

 

 ※標準財政規模は、市税、普通交付税など毎年度経常的に収入される一般財

源や臨時財政対策債などの合計で、毎年度標準的に収入される一般財源の

規模を示すもの。 
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財政指標の推移 

（単位：億円） 

区 分 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

経常収支比率     94.7％ 99.7％ 93.9％ 

実質公債費比率（単年度）     15.3％ 15.5％ 12.6％ 

将来負担比率     89.0％ 104.4％ 106.9％ 

 

 

 

また、単年度の収支不足を補う財源調整用基金等（財政調整基金、減債基金

（ルール外）、北海道市町村備荒資金組合超過納付金）の残高は、平成２６年度

に１億円の取り崩しを行いましたが、平成２７年度に１．５億円の積み立てを

行ったことにより、平成２７年度は平成２５年度に比べ、０．５７億円増加し

ています。 

 

財源調整用基金等の推移 

（単位：億円） 

区 分 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

財源調整用基金   12.42 11.46 12.99 

 

財政調整基金 6.35 5.36 6.86 

減債基金（ルール外分） 0.59 0.59 0.59 

北海道市町村備荒資金
組合超過納付金 5.48 5.52 5.54 

※区分毎に四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。 

 

 

 このように、平成２５年度から平成２７年度の財政状況としては、実質単年

度収支が３年間での累積では黒字を確保したとはいえ、年度ごとに見ると黒字

と赤字を繰り返している状況であったこと、また、各財政指標において、実質

公債費比率については、公債費の減から減少傾向にあるものの、経常収支比率

は依然高止まりの状態が続き、将来負担比率は上昇傾向にあることなど、財政

状況は依然厳しい状況にあるものといえます。 

 

今後の人口の推移を踏まえると、市税や地方交付税などの歳入の増加が見込

めないものとなっていくなか、市民サービスを維持しつつ、老朽化した公共施

設の整備やインフラの長寿命化などの財政需要に対応しなければならないこと

から、社会情勢の変化や国の政策の動向などを見極めながら、より一層慎重な

財政運営に努めていかなければなりません。 
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３．中期財政見通しの基本的考え方 

 

（１）試算の範囲 

（対象会計） 

普通会計 

（特別会計の数と種類は団体により異なるため、財政に関する各種調査は

一定の基準に基づく統計上の会計により行われます。この一定の基準に

よる統計上の会計が普通会計であり、当市では一般会計と学校給食事業

が該当します。） 

 

※当市には、学校給食事業特別会計を含め、８つの特別会計が存在します。普通会

計を対象とする今回の見通しでは、給食会計以外の特別会計については、各会計

の財政試算を基に繰出見込額を算出し、歳出の試算値に反映しました。 

 

（期  間） 

   平成２９年度から平成３６年度までとします。 

 

（２）試算の前提 

（制  度） 

   歳入歳出ともに現行制度が継続することを前提に、試算しました。 

 （人口動態） 

   登別市まち・ひと・しごと創生総合戦略における人口将来展望を基礎と

して、平成２７年度３月末人口を加味し試算しました。 

人口の推計

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度 平成３５年度 平成３６年度

49,038 48,742 48,446 48,152 47,736 47,320 46,904 46,488

6,950 7,046 7,141 7,241 7,208 7,175 7,142 7,110

25,395 24,966 24,538 24,107 23,878 23,649 23,420 23,190

16,693 16,730 16,767 16,804 16,650 16,496 16,342 16,188

※各年度とも３月末人口

６ ５ 歳 以 上

(単位：人）

区　　分

人 口

１ ８ 歳 未 満

１８歳～６４歳
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 （一般財源等） 

平成２７年６月に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針２０

１５」における「経済・財政再生計画」のなかで、地方の歳出水準につい

ては、地方の安定的な財政運営に必要となる一般財源の総額について、平

成３０年度までにおいて平成２７年度地方財政計画の水準を確保する旨の

考えが示されていることから、それを踏まえ、市税は上記人口動態を、地

方交付税は人口動態や国が上記方針で示した地方財政に関する考え方など

を、譲与税・交付金は過年度実績などをもとに試算しました。また、平成

３１年度以降においても同様に試算しました。 

 

（投資的経費） 

別途策定した大型事業推進プラン登載の全事業を計上したほか、プラン

対象外事業についても、実施計画ローリングや過年度の事業実績などを踏

まえ計上しました。 

 

（３）試算の方法 

歳入歳出ともに、これまでの決算や予算を基礎に、過年度実績や人口推計、

今後の社会経済情勢、当市の特殊事情等を勘案し、項目別に出来る限り個別

に分析し、決算ベースとして試算しました。なお、次項以降の試算における

平成２９年度の数値には、平成２８年度の繰越事業費を含めています。 

 

（４）収支の表示方法と財源不足の補てん 

  前年度繰越金を除く歳入歳出差引額（単年度収支）を表示し、単年度の財

源不足額を財源調整用基金等からの繰入金で補てんする方法をとりました。 
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４．中期財政見通し 

（１）試算結果 

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度 平成３５年度 平成３６年度

117.84 123.47 119.01 120.03 118.48 118.49 118.92 117.41

52.06 50.18 50.04 49.66 48.64 48.59 48.54 47.67

11.16 10.71 10.68 11.89 13.09 13.07 13.05 13.03

54.62 62.59 58.28 58.48 56.74 56.83 57.33 56.71

50.94 59.25 44.64 41.40 43.19 41.77 38.44 38.55

19.29 16.25 21.71 17.35 17.24 18.10 19.54 19.59

18.01 18.69 18.81 17.35 16.97 16.99 16.93 17.06

0.57 0.52 0.44 0.44 0.44 0.44 0.44 0.44

6.64 6.80 6.81 6.82 6.77 6.73 6.68 6.63

0.22 0.22 0.22 0.22 0.22 0.22 0.22 0.22

1.79 1.54 1.54 1.54 1.54 1.54 1.54 1.54

2.08 2.82 2.96 1.38 1.13 1.16 1.03 1.17

6.70 6.78 6.84 6.95 6.87 6.91 7.02 7.06

206.08 217.67 204.17 196.14 195.88 195.35 193.82 192.61

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度 平成３５年度 平成３６年度

109.96 110.73 107.49 105.43 104.55 104.50 103.27 99.93

33.07 36.02 35.32 33.30 33.11 33.36 32.99 33.37

51.28 47.85 47.76 47.66 47.39 47.10 46.80 46.51

25.61 26.86 24.41 24.47 24.05 24.04 23.49 20.05

23.33 39.16 25.43 18.67 18.65 18.63 18.79 18.78

21.84 38.16 24.43 17.67 17.65 17.63 17.79 17.78

1.49 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

74.18 71.18 72.30 71.78 71.72 72.47 72.31 73.54

30.83 28.74 29.48 28.89 28.62 29.26 28.78 28.70

3.42 3.63 3.66 3.70 3.70 3.70 3.70 3.70

15.58 15.73 15.73 15.45 15.29 15.14 15.12 15.04

2.79 1.68 1.85 1.97 1.99 1.88 1.86 2.91

0.69 0.53 0.53 0.53 0.53 0.53 0.53 0.53

20.85 20.87 21.05 21.24 21.60 21.96 22.31 22.67

207.47 221.07 205.22 195.88 194.93 195.59 194.37 192.24

△ 1.39 △ 3.40 △ 1.05 0.26 0.95 △ 0.25 △ 0.56 0.37

△ 1.39 △ 4.80 △ 5.84 △ 5.59 △ 4.64 △ 4.88 △ 5.44 △ 5.07

※項目毎に四捨五入しているため、合計及び差引が一致しない場合があります。

(単位：億円）

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

積 立 金

人 件 費

扶 助 費

普通建設事業費

市 税

譲与税・交付金

寄 附 金

国 ・ 道 支 出 金

区　　分

歳

入

一 般 財 源

地 方 交 付 税

単年度収支累積額

貸 付 金

歳入歳出差引（単年度収支）

区　　分

歳

出

義 務 的 経 費

公 債 費

投 資 的 経 費

受 託 事 業 費

そ の 他 の 経 費

繰 出 金

合 計

そ の 他 の 歳 入

諸 収 入

合 計

財 産 収 入

市 債

分担金・負担金

使用料・手数料

繰 入 金
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歳入は、平成３０年度の要緊急安全確認大規模建築物耐震化促進事業補助

金の事業費が大きいため、それに係る国や道からの支出金などが増となるこ

とから増加するものの、その後の平成３１年度以降については、少しずつ減

少する見込みです。 

このうち、一般財源は、平成３０年度の要緊急安全確認大規模建築物耐震

化促進事業補助金により特別交付税の増額を見込むほかは期間を通じてほぼ

横ばいで推移する見込みです。国・道支出金は、平成３０年度に一時的に増

額しますが、その後は３８億円台から４４億円台で推移し、市債は、１６億

円台から２１億円台で推移する見込みです。 

 

歳出は、歳入と同様の理由により平成３０年度に一時的に増加するものの、

その後の平成３１年度以降については、１９２億円台から２０５億円台で推

移する見込みです。 

このうち、義務的経費は、平成３１年度以降は人件費、扶助費、公債費の

全てにおいて減少傾向で推移し、投資的経費は、平成３０年度に一時的に増

額となるほかは１８億円台から２５億円台で推移する見込みです。また、そ

の他の経費は、繰出金が増加傾向で推移し、物件費や維持補修費、補助費等

などはほぼ横ばいで推移する見込みです。 

 

この結果、期間中の単年度収支は、３年度において黒字となり、５年度に

おいて赤字となりました。また、単年度収支の累積額は５．０７億円の赤字

となる見込みです。 

歳入歳出や収支状況の詳細、財源調整用基金等の残高、財政指標等は次項

以下のとおりとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 10 

（２）歳入 

①一般財源 

一般財源の見通し

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度 平成３５年度 平成３６年度

117.84 123.47 119.01 120.03 118.48 118.49 118.92 117.41

52.06 50.18 50.04 49.66 48.64 48.59 48.54 47.67

11.16 10.71 10.68 11.89 13.09 13.07 13.05 13.03

54.62 62.59 58.28 58.48 56.74 56.83 57.33 56.71

※項目毎に四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。

譲与税 ・交 付金

地 方 交 付 税

(単位：億円）

区　　分

一 般 財 源

市 税

 

【市税】 

（試算方法） 

税目別に各年度の調定額を算出し、これに収納率を乗じ試算しました。 

各税目ともこれまでの決算や予算の内容を踏まえ、納税義務者数について

は人口の推計などを加味し、過年度実績や今後の税制改正などを考慮し試算

しました。 

また、収納率については、平成２７年度実績による収納率を参考としまし

た。 

（試算額） 

個人市民税は人口減少の影響などにより減少傾向で推移し、固定資産税、

都市計画税についても、地価下落や評価替えの影響により減少傾向で推移す

る見込みです。軽自動車税については、課税台数の増や税制改正による影響

から増加傾向で推移する見込みです。市税全体としては、減少していくもの

と見込み、平成３６年度は平成２９年度に比べ４．３９億円減の４７．６７

億円となる見込みです。 
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市税の見通し

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度 平成３５年度 平成３６年度

19.47 18.33 18.00 17.67 17.50 17.32 17.15 16.88

2.79 2.46 2.45 2.28 2.06 2.05 2.05 2.04

19.02 18.50 18.61 18.73 18.23 18.35 18.46 17.98

0.89 0.94 0.97 1.00 1.02 1.05 1.08 1.11

4.27 4.33 4.36 4.31 4.26 4.20 4.15 4.10

1.95 2.06 2.07 2.08 2.09 2.10 2.11 2.12

3.66 3.56 3.58 3.60 3.50 3.52 3.54 3.44

52.06 50.18 50.04 49.66 48.64 48.59 48.54 47.67

※項目毎に四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。

市 た ば こ 税

入 湯 税

都 市 計 画 税

合 計

(単位：億円）

区　　分

市 民 税 （ 個 人 ）

市 民 税 （ 法 人 ）

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

 

【譲与税・交付金】 

（試算方法） 

譲与税・交付金については、過年度実績や平成２８年度の交付額、今後の

税制改正内容などにより試算しました。 

（試算額） 

平成３１年度までは減少傾向で推移しますが、平成３２年度以降は、平成

３１年度の消費増率改正による地方消費税交付金増額の影響により増加し、

その後はほぼ横ばいで推移する見込みです。その結果、平成３６年度は平成

２９年度に比べ、１．８７億円増の１３．０３億円となる見込みです。 

 

譲与税・交付金の見通し

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度 平成３５年度 平成３６年度

11.16 10.71 10.68 11.89 13.09 13.07 13.05 13.03

1.53 1.37 1.35 1.32 1.30 1.28 1.26 1.24

9.63 9.34 9.34 10.56 11.78 11.78 11.78 11.78

※項目毎に四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。

(単位：億円）

区　　分

譲 与 税 ・ 交 付 金

地 方 譲 与 税

交 付 金
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【地方交付税】 

（試算方法） 

普通交付税については、基準財政需要額と基準財政収入額を個別に積算し、

その差引きにより交付額を試算しました。 

このうち基準財政需要額は、平成２８年度算定実績を基礎として、人口推

計により測定単位を置換したほか、事業費補正及び公債費方式算入分につい

ては、既発行分は理論償還表により調整し、今後発行分については市債の推

計値を基に算入額を積算しました。また、単位費用については、消費増税を

加味し調整しました。そのほか、各事業費の推計内容を反映しました。 

基準財政収入額は、市税や譲与税・交付金の試算額に基づき積算しました。 

特別交付税については、過年度の実績や今後の事業費の推計内容を加味し

試算しました。 

（試算額） 

  普通交付税の基準財政需要額は、人口減少による影響や、起債償還に係る

公債費算入額が年々減少することにより、減少傾向で推移します。また、基

準財政収入額は、市税の動向などに比例して減少傾向で推移し、地方消費税

交付金の増額で一時的に増となるものの、その後も減少傾向で推移します。

それらの要因を加味した結果、年度による増減はありますが、平成３６年度

は５６．７１億円となる見込みです。また、平成３０年度は要緊急安全確認

大規模建築物耐震化促進事業補助金に係る特別交付税の増額を見込んでいま

す。 

   

地方交付税の見通し

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度 平成３５年度 平成３６年度

54.62 62.59 58.28 58.48 56.74 56.83 57.33 56.71

50.62 53.45 53.27 53.48 51.74 51.83 52.33 51.71

4.00 9.14 5.00 5.00 5.00 5.00 5.00 5.00

※項目毎に四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。

(単位：億円）

区　　分

地 方 交 付 税

普 通 交 付 税

特 別 交 付 税
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②国・道支出金 

国・道支出金の見通し

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度 平成３５年度 平成３６年度

50.94 59.25 44.64 41.40 43.19 41.77 38.44 38.55

33.81 36.02 33.17 29.85 31.85 30.38 26.94 27.05

17.13 23.23 11.47 11.55 11.34 11.39 11.50 11.50

(単位：億円）

区　　分

国 ・ 道 支 出 金

国 庫 支 出 金

道 支 出 金

 

【国庫支出金】 

（試算方法） 

歳出の試算額に基づき、法律などで定められた負担率や補助率などにより

試算しました。 

（試算額） 

平成３０年度は、要緊急安全確認大規模建築物耐震化促進事業補助金が集

中する影響から増額となりますが、平成３１年度以降は年度による増減はあ

るものの減少傾向で推移し、平成３６年度には２７．０５億円となる見込み

です。 

 

【道支出金】 

（試算方法） 

歳出の試算額に基づき、法律などで定められた負担率や補助率などにより

試算しました。 

（試算額） 

国庫支出金と同様の理由により平成３０年度は増額となりますが、平成３

１年度以降はほぼ横ばいで推移し、平成３６年度には１１．５０億円となる

見込みです。 
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③市債 

市債の見通し

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度 平成３５年度 平成３６年度

19.29 16.25 21.71 17.35 17.24 18.10 19.54 19.59

12.66 9.28 14.74 10.32 10.30 11.16 12.57 12.70

6.63 6.97 6.97 7.03 6.95 6.95 6.97 6.89

※項目毎に四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。

(単位：億円）

区　　分

市 債

建 設 事 業 債

臨 時 財 政 対 策 債

 

（試算方法） 

建設事業債については、歳出の試算額に基づき、定められた充当率により

試算しました。臨時財政対策債については、平成２８年度普通交付税算定に

おける基準財政需要額に対する臨時財政対策債の割合を参考に計上しました。 

（試算額） 

平成３１年度は、千代の台団地建替事業や消防支署新庁舎建設事業などに

より２１．７１億円と増加しますが、平成３２年度以降は１７億円台から１

９億円台で推移する見込みです。臨時財政対策債については、ほぼ横ばいで

推移するものと試算しました。 

 

 

④その他の歳入 

その他の歳入の見通し

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度 平成３５年度 平成３６年度

0.57 0.52 0.44 0.44 0.44 0.44 0.44 0.44

6.64 6.80 6.81 6.82 6.77 6.73 6.68 6.63

0.22 0.22 0.22 0.22 0.22 0.22 0.22 0.22

1.79 1.54 1.54 1.54 1.54 1.54 1.54 1.54

2.08 2.82 2.96 1.38 1.13 1.16 1.03 1.17

6.70 6.78 6.84 6.95 6.87 6.91 7.02 7.06

繰 入 金

諸 収 入

(単位：億円）

区　　分

分 担 金 ・ 負 担 金

使 用 料 ・ 手 数 料

財 産 収 入

寄 附 金
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【分担金・負担金】 

（試算方法） 

賦課根拠となる歳出の試算額に基づき、その伸率などにより試算しました。 

（試算額） 

期間を通じてほぼ横ばいで推移する見込みです。 

 

【使用料・手数料】 

（試算方法） 

保育所運営費保護者負担金については、平成２７年度決算額などを基礎と

して、過年度の入所率や人口推計などにより試算しました。 

その他の使用料及び手数料については、過年度実績などを参考に試算しま

した。 

（試算額） 

期間を通じてほぼ横ばいで推移する見込みです。 

 

【財産収入】 

（試算方法） 

基金残高推計や過年度実績などに基づき試算しました。 

（試算額） 

期間を通じて横ばいで推移する見込みです。 

 

【寄附金】 

（試算方法） 

過年度実績などを参考に試算しました。 

（試算額） 

期間を通じて横ばいで推移する見込みです。 

 

【繰入金】 

（試算方法） 

退職手当積立金繰入金については、各年度の退職手当推計額を踏まえ、当

該年度の収支状況などを勘案して繰入額を計上しました。その他の基金から

の繰入金については、充当対象となる歳出の試算額に基づき試算しました。 
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（試算額） 

各年度の退職手当支給見込みなどにより増減し、平成３６年度には１．１

７億円となる見込みです。 

 

【諸収入】 

（試算方法） 

一般廃棄物広域処理白老町負担金については、クリンクルセンターに係る

運営管理経費や中間改修事業などの試算額に基づき試算しました。 

その他の収入については、過年度実績などを参考に試算しました。 

（試算額） 

多くの割合を占める一般廃棄物広域処理白老町負担金が増加傾向で推移す

る見込みであることから、年度による増減はあるものの増加傾向で推移し、

平成３６年度には７．０６億円となる見込みです。 

 

 

 

 

 

（３）歳出 

①義務的経費 

義務的経費の見通し

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度 平成３５年度 平成３６年度

109.96 110.73 107.49 105.43 104.55 104.50 103.27 99.93

33.07 36.02 35.32 33.30 33.11 33.36 32.99 33.37

51.28 47.85 47.76 47.66 47.39 47.10 46.80 46.51

25.61 26.86 24.41 24.47 24.05 24.04 23.49 20.05

※項目毎に四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。

公 債 費

(単位：億円）

区　　分

義 務 的 経 費

人 件 費

扶 助 費

 

【人件費】 

（試算方法） 

職員給については、定年退職者及び再任用者数、新規採用職員などを見込

み次表の職員数を基礎としました。 
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職員数の見通し（普通会計）

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度 平成３５年度 平成３６年度

374 380 385 376 376 376 376 376

21 8 18 16 5 7 7 6

2 7 11 2 4 7 0 9

18 16 16 7 7 7 2 10

11 4 4 11 2 7 5 5

380 385 376 376 376 376 376 376

434 439 430 430 430 430 430 430

当 該 年 度 職 員 数

（ 参 考 ） 全 会 計

新 規 再 任 用 者 数

(単位：人）

区　　分

前 年 度 職 員 数

前年度定年退職者数

前 年 度 再 任 用
期 間 満 了 者 数

新 規 採 用 職 員 数

 

職員給の試算にあたっては、各年度の定期昇給については標準的に昇給す

るものとし、定年退職者の再任用を加味したうえで新規採用による新陳代謝

を考慮しました。 

共済費については、負担金率は過去３か年の平均上昇率により上昇するも

のとして試算しました。 

退職手当については、各年度の定年退職者数により試算しました。 

（試算額） 

職員給及び共済費については、今後は一定の職員数を確保するものとし、

ほぼ横ばいで推移する見込みです。また、退職手当は、定年退職者数により

増減しますが、平成３１年度及び平成３２年度で増加し３億円台となるほか

は、概して１億円台で推移する見込みです。 

これらの結果、給与費は、退職手当の動向によって一時的に増加する年度

はあるものの、全体としては横ばいで推移し、平成３６年度は、３１．５６

億円となる見込みです。 
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人件費の見通し

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度 平成３５年度 平成３６年度

1.34 1.34 1.34 1.34 1.34 1.34 1.34 1.34

0.45 0.47 0.55 0.64 0.41 0.52 0.50 0.46

31.28 34.21 33.42 31.31 31.36 31.50 31.14 31.56

21.03 21.48 21.10 21.01 20.96 21.09 21.21 21.39

4.41 5.08 5.00 5.00 4.99 5.01 5.04 5.12

1.74 3.69 3.36 1.35 1.45 1.44 0.94 1.10

3.62 3.49 3.49 3.49 3.49 3.49 3.49 3.49

0.46 0.46 0.46 0.46 0.46 0.46 0.46 0.46

0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01

33.07 36.02 35.32 33.30 33.11 33.36 32.99 33.37

※区分毎に四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。

合 計

職 員 給

(単位：億円）

区　　分

議 員 報 酬 等

委 員 等 報 酬

給 与 費

共 済 費

退 職 手 当

嘱 託 手 当 等

特 別 職 の 給 与 等

そ の 他

 

【扶助費】 

（試算方法） 

現行の社会保障制度が継続することを前提とし、人口推計やこれまでの決

算や予算の内容を踏まえ、試算しました。 

（試算額） 

人口減少などにより、期間を通じて減少傾向で推移し、平成３６年度は平

成２９年度に比べ、４．７７億円減の４６．５１億円となる見込みです。 

 

【公債費】 

（試算方法） 

平成２７年度までの借入分に係る元利償還金のほか、平成２８年度以降借

入分に係る元利償還金は、普通建設事業費等の試算額により算出した各年度

の市債発行額に基づき試算しました。 

（試算額） 

概ね減少傾向で推移し、登別土地開発公社解散に伴う第三セクター等改革

推進債の償還が平成３５年度に終了となることから、平成３６年度には大幅

に減少します。平成３６年度には、平成２９年度に比べ５．５６億円減の２

０．０５億円となる見込みです。 
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②投資的経費 

投資的経費の見通し

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度 平成３５年度 平成３６年度

23.33 39.16 25.43 18.67 18.65 18.63 18.79 18.78

16.26 14.12 24.05 12.99 15.07 12.58 7.36 7.98

5.58 24.04 0.38 4.68 2.58 5.05 10.43 9.80

1.49 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

(単位：億円）

区　　分

投 資 的 経 費

受 託 事 業 費

普 通 建 設 事 業 費
(大型事業推進プラン)

普 通 建 設 事 業 費
( そ の 他 の 事 業 )

 

【普通建設事業費】 

（試算方法） 

別途策定した「大型事業推進プラン」登載の全事業費を計上したほか、プ

ラン対象外事業についても、実施計画ローリングや過年度の事業実績などを

踏まえ、平成３６年度までの８年間に実施の必要性が高い事業費を計上しま

した。 

また、現時点では予期できない大型事業が、見通し期間中に生じる可能性

を考慮し、一定額の上積み分を計上しました。 

（試算額） 

普通建設事業費を目的別に見ると、衛生関連は、クリンクルセンターや葬

斎場の中間改修事業費などを計上し、福祉関連は、鷲別児童館移転改築事業

費を計上しました。 

土木関連は、道路関連事業として市道舗装排水整備事業費や道路付属施設

整備事業費などを計上したほか、都市公園施設長寿命化事業費や千代の台団

地建替事業費、要緊急安全確認大規模建築物耐震化促進事業補助金などを計

上しました。 

消防関連は、老朽化した消防用車両の更新に要する事業費や消防支署新庁

舎建設事業費を計上したほか、教育関連は、小中学校校舎の耐震化・改修な

どに要する事業費などを計上しました。 

また、現時点では想定できない大型事業分として、平成２９年度～平成３

６年度までの８年間で一定規模の事業費を計上しました。 

これらの結果、普通建設事業費は、要緊急安全確認大規模建築物耐震化促

進事業費などの大型事業が集中する平成３０年度に３８．１６億円となり、

その後平成３１年度に２４．４３億円となるほかは、１７億円台で推移する

見込みです。 
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③その他の経費 

その他の経費の見通し

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度 平成３５年度 平成３６年度

30.83 28.74 29.48 28.89 28.62 29.26 28.78 28.70

3.42 3.63 3.66 3.70 3.70 3.70 3.70 3.70

15.58 15.73 15.73 15.45 15.29 15.14 15.12 15.04

2.79 1.68 1.85 1.97 1.99 1.88 1.86 2.91

0.69 0.53 0.53 0.53 0.53 0.53 0.53 0.53

20.85 20.87 21.05 21.24 21.60 21.96 22.31 22.67

貸 付 金

繰 出 金

(単位：億円）

区　　分

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

積 立 金

【物件費】 

（試算方法） 

過年度実績などを参考に試算しました。 

なお、平成３１年１０月に予定される消費税率の改正については、予定通

り実施されることを前提に、試算しました。 

（試算額） 

  消費税率の改正の影響を含め年度による増減はあるものの、期間を通じて

ほぼ横ばいで推移し、平成３６年度には、２８．７０億円となる見込みです。 

 

【維持補修費】 

（試算方法） 

過年度実績などを参考に試算しました。 

なお、平成３１年１０月に予定される消費税率の改正については、予定通

り実施されることを前提に、試算しました。 

（試算額） 

  期間を通じてほぼ横ばいで推移し、平成３６年度には３．７０億円となる

見込みです。 
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【補助費等】 

（試算方法） 

現行の社会保障制度が継続することを前提に、過年度実績などを参考によ

り試算しました。 

（試算額） 

  期間を通じてほぼ横ばいで推移し、平成３６年度には１５．０４億円とな

る見込みです。 

 

【積立金】 

（試算方法） 

歳入の財産収入や寄附金などの試算額に基づき、各種基金への積立額を試

算しました。また、退職手当積立金については、人件費の試算額に基づき、

各年度の積立額を試算しました。 

（試算額） 

  期間を通じてほぼ横ばいで推移しますが、平成３５年度に登別市土地開発

公社解散に伴う第三セクター等改革推進債の償還が終了することを踏まえ、

平成３６年度以降に庁舎整備基金積立金を増額する予定としていることなど

から、平成３６年度は２．９１億円となる見込みです。 

 

【貸付金】 

（試算方法） 

過年度実績などを参考に試算しました。 

（試算額） 

  期間を通じて横ばいで推移する見込みです。 

 

【繰出金】 

（試算方法） 

国民健康保険特別会計、介護保険特別会計、後期高齢者医療特別会計に対

する繰出金については、現行の社会保障制度が継続することを前提とし、人

口推計やこれまでの決算や予算の内容を踏まえ、試算しました。また、簡易

水道事業特別会計、カルルス温泉スキー場事業特別会計については、過年度

実績などにより試算しました。 

（試算額） 

  介護保険特別会計や後期高齢者医療特別会計に対する繰出金、後期高齢者
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医療療養給付費負担金は、今後の高齢化を反映し増加傾向で推移します。そ

のため、繰出金全体としても、平成３６年度は平成２９年度に比べ、１．８

２億円増の２２．６７億円と増加傾向で推移する見込みです。 

 

繰出金の見通し

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度 平成３５年度 平成３６年度

20.85 20.87 21.05 21.24 21.60 21.96 22.31 22.67

5.43 5.13 5.13 5.12 5.13 5.13 5.13 5.14

5.62 5.90 5.96 6.01 6.12 6.22 6.31 6.40

1.84 1.84 1.86 1.89 1.93 1.98 2.02 2.07

7.63 7.65 7.76 7.87 8.08 8.29 8.50 8.71

0.33 0.35 0.35 0.35 0.35 0.35 0.35 0.35そ の 他 繰 出 金

(単位：億円）

区　　分

繰 出 金

国 民 健 康 保 険
特 別 会 計

介 護 保 険
特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療
特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療
療養給付費負担金

 

 

 

 

 

（４）収支状況 

①収支状況 

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度 平成３５年度 平成３６年度

206.07 217.67 204.17 196.14 195.88 195.35 193.82 192.61

207.47 221.07 205.22 195.88 194.93 195.59 194.37 192.24

△ 1.39 △ 3.40 △ 1.05 0.26 0.95 △ 0.25 △ 0.56 0.37

△ 1.39 △ 4.80 △ 5.84 △ 5.59 △ 4.64 △ 4.88 △ 5.44 △ 5.07

※区分毎に四捨五入しているため、合計及び差引が一致しない場合があります。

単 年 度 収 支 累 積 額

(単位：億円）

区　　分

歳 入

歳 出

歳 入 歳 出 差 引
（ 単 年 度 収 支 ）

 

期間中の単年度収支（前年度繰越金を除く）は、３年度において黒字となり、

５年度において赤字となりました。要緊急安全確認大規模建築物耐震化促進事

業補助金を見込んでいる平成３０年度の単年度赤字が３．４０億円と大きなも
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のとなっています。なお、８年間における単年度収支の累積額は５．０７億円

の赤字となる見込みです。 

 

 

②財源調整用基金等の状況 

上記の結果を踏まえ、各年度に発生した単年度黒字額及び赤字額について

は、財政調整基金への積立て、または取崩しにより対応するものとし、それ

らを加味した各年度末の財源調整用基金等の残高は次のとおりとなる見込み

です。 

財源調整用基金等の残高の状況

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度 平成３５年度 平成３６年度

10.64 7.27 6.24 6.52 7.50 7.28 6.74 7.14

4.47 1.07 0.02 0.28 1.23 0.98 0.43 0.80

0.59 0.59 0.59 0.59 0.59 0.59 0.59 0.59

5.59 5.61 5.63 5.66 5.68 5.70 5.72 5.75

※区分毎に四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。

北海道市町村備荒資金組
合 超 過 納 付 金

(単位：億円）

区　　分

財 源 調 整 用 基 金 等

財 政 調 整 基 金

減債基金（ルール外）

 

 単年度収支が大きく赤字となる平成３０年度末に７．２７億円に減少し、そ

の後は概ね横ばいで推移します。最終年度となる平成３６年度末の財源調整用

基金等の残高は、７．１４億円となり、平成２９年度末に比べ３．５０億円減

少する見込みです。 

 

 

③市債残高の状況 

期間中の各年度末の市債残高は次のとおりとなる見込みです。 

市債残高の状況

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度 平成３５年度 平成３６年度

238.25 229.82 229.14 224.02 219.17 215.23 213.27 214.61

(単位：億円）

区　　分

市 債 残 高

 

 期間中の平成３６年度を除く各年度において、市債発行額が元金償還額を下

回る見込みのため、減少傾向で推移します。そのため、平成３６年度末残高は
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平成２９年度末残高に比べ、２３．６４億円減の２１４．６１億円となる見込

みです。 

 

 

④財政指標の状況 

期間中の各種財政指標は次のとおりとなる見込みです。 

財政指標の状況

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度 平成３５年度 平成３６年度

12.7 13.0 11.2 10.6 10.5 10.7 9.1 7.1

102.6 100.7 93.3 83.9 85.4 82.5 84.0 85.1

(単位：％）

区　　分

実 質 公 債 費 比 率
（ 単 年 度 ）

将 来 負 担 比 率

 

実質公債費比率（単年度）は、平成３０年度に１３．０％と悪化するものの、

平成３１年度以降は、分子となる普通会計の公債費や下水道事業会計の元利償

還金に対する繰出金が減少し、分母となる標準財政規模がほぼ横ばいで推移す

ることから改善していく見込みとなり、平成３６年度には、７．１％となる見

込みです。 

 

将来負担比率についても、普通会計の市債現在高や下水道事業会計に対する

元利償還金分の将来負担見込額が減少する影響などにより、改善していく見込

みとなり、平成３６年度には、８５．１％となる見込みです。 
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５．今後の財政運営について 

 

今回の「中期財政見通し」では、８年間における単年度収支は、３年度に

おいて黒字、５年度において赤字となり、単年度収支の累積額は５．０７億

円の赤字となりました。 

平成３６年度の財政指標については、実質公債費比率（単年度）は、平成

２７年度決算との比較で５．５ポイント改善し７．１％、将来負担比率は、

２１．８ポイント改善し８５．１％となる見込みです。 

単年度収支の累積赤字５．０７億円については、財源調整用基金等の取崩

しにより対応することが可能ですが、その財源調整用基金等の残高は、平成

３０年度には７．２７億円まで減少し、平成３６年度においても７．１４億

円となる見込みであり、不測の財政需要に対応するには充分な額とは言えま

せん。また、経常収支比率が高い財政構造が続いていることを踏まえると、

財源調整用基金等の残高を少しでも多く確保しなければなりません。 

 

市税は人口減少社会の進展などにより減少が見込まれますが、国の予算編成

の動向や税制改正のほか、経済情勢などの影響によっては、更なる減少の可能

性もあるなか、大型事業推進プランに登載した事業に対応しつつ、社会保障費

の予期せぬ増大などの財政需要にも対応しなければならないことから、今回の

「中期財政見通し」よりも更に厳しい財政運営となることも考えられます。 

 

そのため、今後も市民生活に必要なサービスを維持しながら、様々な財政

需要に対応していくため、今回の「中期財政見通し」をひとつの目安とし、

行政評価会議や実施計画ローリング、横断業務調整会議などにおいて、市民

ニーズや費用対効果、優先度などを充分に検討し、事務事業の見直しや受益

者負担の見直しに不断に取り組むことにより、各年度の単年度収支の改善や

財源調整用基金等の残高の確保に努め、財政の健全化を図っていきます。 

 


